教育資金贈与の非課税制度

新制度の全体像と活用ポイント
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　同族会社では、オーナー経営者が会社に関するほとんどの決定権を有しており、一方的な意思で取引金額を決定することが珍しくありません。半ば“公私混同”にも近いこのような行為は、租税回避行為として税務上のトラブルを引き起こす危険性を内包しています。
　このレポートでは、会社と役員の間で行われる取引について、その取引の内容ごとに税務上の取扱いを詳しく検討していきます。

　会社法上、役員とは「経営の専門家として会社から経営を委任された者」であると考えられています。一般の従業員とは全く別の地位を有しており、その責任は非常に大きなものです。例えば、役員が業務を遂行するに当たって、以下の４つの義務を負う事とされています。

■取締役の義務
	①　取締役の善管注意義務　　　　②　取締役の忠実義務

③　取締役の競業避止義務　　　　④　取締役の利益相反取引の制限


①の善管注意義務とは、「善良なる管理者としての注意義務」を短縮したものです。これは、会社に損害が生じた場合にその責任を負うというよりもむしろ、他の役員・使用人に対する監督義務を指しているものと理解されています。また、②の忠実義務とは、法令や定款、株主総会の決議を遵守し、会社のために忠実に職務を行う義務です。
　③競業避止義務、④利益相反取引の制限は、いずれも①善管注意義務、②忠実義務について、より具体的に定めたものです。③競業避止義務とは、役員が自分や第三者のために会社の事業の部類に属する取引を行おうとするとき、その取引について重要な事実を開示し取締役会の承認を得なくてはならない、というものです。取引により会社のノウハウや顧客情報等が流出する可能性があり、会社の利益を害するような取引について予防的に規制を加えたものといえるでしょう。
④の利益相反取引とは、役員が自分や第三者のために会社と取引を行う場合に、取締役会の承認を得なければならないとする義務です。会社が取締役の債務を保証する等、役員以外の者との間で会社・取締役間の利害が相反する取引をしようとする場合も、同様に取締役会の承認を得なければなりません。

　
　一般的な不動産の取引は、高く売りたい「売り手」と安く買いたい「買い手」との需給バランスによって取引金額が決定されます。
ところが、同族会社と役員の取引では、両者の密接な関係性から取引金額に恣意性が介入する余地が大きく、一般的な取引では考えられないような価格で取引が行われることも十分に想定されるのです。このような取引が行われた場合には、必ず税務上のリスクが伴う事を覚えておかなければなりません。
大前提として、一般的な市場流通価格（＝時価）で不動産の譲渡が行われている場合、それが同族会社と役員の間で行われた取引であっても、法人税法上、何ら問題はありません。
ところが、会社が役員に対して不動産を時価よりも安く譲渡すると、役員にとっては「土地を安く入手できた」ことに他なりません。つまり、実質的には「経済的な利益」が発生しており、その利益は税務上もしっかりと認識されます。したがって、役員には所得税が課税されることになります。

（１）会社の税務処理
法人税法では、会社とは営利を目的とする法人であると認識されており、これは、会社が行う取引は「経済合理性」に基づいて行われるという事を表しています。この点から見て、法人税法上の資産の売却とは「時価による取引」を指しており、時価課税が原則とされています。
したがって、時価に満たない売却取引があった場合には、いったん時価相当額の売却があり、時価相当額との差額分は、別途何らかの取引があったものと考えて処理されることになるのです。
この場合、取引の相手が役員であれば「役員給与（臨時か否かにより損金算入か否かはある）」、会社であれば「寄附金」となります。





（２）役員の税務処理
役員の視点から見ると、時価と譲渡代金との差額は、役員に対する経済的利益として給与収入となります（所法36①、所基通36-15）。なお、土地の取得金額は実際に取得に要した金額であり、給与課税された分は含みません。

　役員が所有する土地を会社に譲渡する場合、時価売買であれば課税上の問題は特に発生しません。一方で、役員から会社への土地・建物等の譲渡で、譲渡金額と時価との間に差額がある場合は、役員と会社の双方に所得税または法人税が生じてしまいます。
（１）所得税法及び法人税法の考え方
　個人から会社へ低額譲渡を行った場合、時価の２分の１以上の金額による譲渡か否かが問題となり、２分の１未満の場合は「みなし譲渡課税」が行われます。
みなし譲渡課税とは、譲渡価額が時価の２分の１未満のとき、実際には低額で譲渡したにもかかわらず、時価で譲渡したものと“みなされ”譲渡所得税の額を計算、課税されるという規定です。これは、低額譲渡により、役員の所得税が不当に減少することを防止するために設けられています。
　一方で、役員が会社に対して時価よりも高い金額で土地を譲渡した場合、時価との差額分だけ会社が役員に対して経済的利益を与えたものとみなされます。そのため、経済的利益に相当する金額が「役員給与」とみなされ、所得税が課税されます。
①譲渡金額が時価の２分の１以上の低額譲渡
　基本的には、役員が受け取った譲渡金額に対して譲渡所得税が課税されます。ただし、譲渡金額が２分の１以上であっても「同族会社の行為又は計算の否認規定」に該当、租税回避行為と認定されることで取引が否認される可能性もあります。この場合には、その資産の時価相当額で譲渡所得を計算しなければなりません。
　一方、会社側では、時価と譲渡金額との差額について受贈益が生じているため、法人の益金として法人税の課税対象になります。
②譲渡所得金額が時価の２分の１未満の低額譲渡
この場合には「みなし譲渡」による課税が生じます。みなし譲渡とは、役員が会社に時価の２分の１未満の価格で資産を譲渡したにもかかわらず、時価で譲渡したものとみなして譲渡所得を課税するという規定です。


（２）株主に対する課税
役員が土地や建物を同族会社に低額譲渡または贈与すると、その同族会社は支払った金額以上の資産を手に入れたことになるので、一般に株価が増加します。このとき、その同族会社の株主は、増加した部分に相当する金額を役員から贈与されたものとして、贈与税の課税対象とされます。




　会社が役員に対して資産を譲渡する場合、原則として、第三者との取引を前提として課税関係を考えなければなりません。つまり、第三者との取引よりも低額で自社商品を販売したのならば、原則的には「値引分が給与として課税される」ことになります。

　しかし、自社商品を役員等へ値引き販売する、いわゆる「社内販売」については、以下の要件を満たしている場合に限り、その値引き分について給与課税されることはありません。

	1 値引販売に係る価額が、会社の取得価額以上であり、かつ、他に販売する価額のおおむね70％未満でないこと。
2 値引率が、役員、使用人を問わず一律であること。または、地位や勤続年数に応じて全体として合理的なバランスが保たれる範囲内の格差で設定されていること。
3 値引販売する商品等の数量は、一般の消費者が自己の家事のために通常消費すると認められる程度のものであること。


　ただし、有価証券については時価との差額について給与課税されます。また、販売用不動産については、自己の家事のために消費するものではないため、この取扱いには該当しません。

　同族会社では、会社の資金繰りが苦しくなった際に役員個人から借入れを受けることが珍しくありません。反対に、会社から役員へ金銭を貸し付けることも同様に珍しいことではありません。
このように、会社と役員間で金銭の貸し借りが行われた場合に問題となるのが「金利」です。


（１）無利息貸付けの考え方
役員が会社に対して行う貸付けは、「無利息でも問題ない」というのが基本的な考え方です。なぜならば、役員等の個人は営利を追究する主体ではないためです。
　ただし、役員が無利息貸付けを行うことにより、その所得税が不当に減少すると判断されるような場合には、利息があったものとみなして所得税が課税された事例もあるので注意が必要です。

（２）金利に関する留意点
　役員からの借入に対して金利が授受されている場合には、その利率によって次のように税務上の取扱いが異なります。

①適正利率で貸付が行われている場合

　役員が金融機関から借入れを行い、それを会社に貸付けている場合、銀行からの借入利率をそのまま適用しているならば、税務上の問題は一切発生しません。なお、適正利率に基づく役員の金利収入は「雑所得」として課税されます。
②適正利率を超えている場合
　一方で、役員からの借り入れについて、金融機関から借り入れた場合の利率を超えて金利を設定している場合には、たとえそれが金銭消費貸借契約に基づくものであったとしても、その超える部分の金額は、会社が役員に対して経済的利益を与えたものとして給与課税されます。
この給与とされた部分については会社に源泉所得義務があり、法人税法上、その額が毎月おおむね同額であれば、会社の損金とすることができます。

　これらの取扱いを踏まえ、役員から借入れを行う場合には以下のような点に気を付けなければなりません。

■役員からの借入金に関する留意点
	1 実行する前に、取締役会等の決議をしておく。

2 金銭消費貸借契約書を作成する。

3 利息を付するか否かに関わらず、その内容を金銭消費契約書に明記する。

4 資金出所の明らかな金銭の移動を行う。

5 返済及び利息の支払いは金融機関を通す。



　借入金の金利は通常、借り手の信用力や担保力、財務状態などを考慮して決定されます。しかし、同族会社と役員間の貸付けでは、役員に有利な利率で取引が実行されるケースが十分に想定されます。
　そこで、役員への貸付時に、その金利を一般に想定されるよりも低い利率で設定すると、会社が役員へ経済的利益を供与したものとして給与課税される可能性があります。

（１）通常の利率よりも低い場合
　会社が役員に対して通常よりも低い利率の金利で貸付けた場合、貸し手の会社では、通常収受すべき利息と実際の利息との差額（借方金額）は役員に対する給与となります。この給与は、定期同額給与等に該当する場合を除き損金算入することができません。
（２）通常収受すべき金利とは
　通常より低い金利で貸付けが行われた場合、税務上の問題が発生するのは前述の通りですが、それでは「通常収受すべき金利」とはどのようなものなのでしょうか。
　これについては、所得税基本通達36－49の中で、次のように規定されています。

	所得税基本通達36-49  利息相当額の評価
使用者が役員又は使用人に貸し付けた金銭の利息相当額については、当該金銭が使用者において他から借り入れて貸し付けたものであることが明らかな場合には、その借入金の利率により、その他の場合には、貸付けを行った日の属する年の前年の11月30日を経過する時における日本銀行法第15条第1項第1号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年4％の利率を加算した利率（その利率に0.1％未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）により評価する。


（３）通常の金利よりも低い金利でも給与課税されない場合
　会社が、役員に対して通常よりも低い金利で貸付けを行った場合でも、給与課税を受けないケースがあります。それは、以下に示すような要件を満たしている場合です。
	1 貸付金が、災害、疾病等により臨時的に多額な生活資金を要することとなった者に対するものである。

2 会社の借入金の平均調達金利に基づき算定した貸付利率によっているもの。

3 経済的利益が金額的に僅少なもの（年5,000円以下）




　会社が役員から建物を借り受ける場合について、次のような事例を検討してみましょう。

（１）賃料が時価より高額な場合
上記の事例では、賃借している事務所の設備や構造、床面積が他のフロアと同じならば、月額50万円が適正な家賃です。したがって、この金額であれば課税上の問題が生じることはありません。ところが、50万円よりも高い金額にした場合、会社および個人に課税上の問題が生じることになります。
　具体的には、会社が支払った賃料のうち時価相当額である50万円が支払賃料として損金算入され、時価を超える部分については、社長への経済益利益として役員給与となります。これが定期同額給与に該当すれば損金に算入できますが、該当しない場合は損金算入できません。一方で社長個人の課税関係ですが、時価相当額の50万円は受取賃料として不動産所得の収入金額となり、時価を超える部分は給与収入となります。
（２）賃料が時価より低額な場合
賃料が時価より低額な場合、会社では、時価相当額の50万円を支払賃料として損金に算入し、時価と実際に受け取った賃料との差額は受贈益として益金算入します。

一方、社長個人について見てみると、受取賃料は不動産所得の収入金額となり、時価との差額については特に処理を要しません。

会社が役員に建物等を貸付ける場合については、会社が役員から建物を借り受ける場合と同様に、賃料が時価よりも高額または低額な場合に限り、税務上の問題点が発生します。同族会社では、とりわけ役員からの支払金額を低く設定するケースが多く見られるので、十分に注意しなければなりません。

（１）賃料が時価より高額な場合
賃料が時価より高額な場合（ここでは80万円とします）、会社は受領した80万円のうち時価相当額50万円を受取賃料として益金算入します。また、時価を超える30万円については経済的利益を受けたことになるので、受贈益として益金算入します。

　一方、社長個人は、支払った金額のうち時価相当額50万円を支払賃料となりますが、時価を超える30万円は法人への贈与となります。ただ、個人からの贈与ですので、課税上は問題とならず、事業主貸として処理します。
（２）賃料が時価より低額な場合
時価より低額な場合（ここでは30万円）、会社は時価相当額50万円を受取賃料として益金算入し、時価を下回る20万円は役員給与となります。社長個人は、支払った賃料30万円を支払賃料として処理し、時価を下回る20万円は給与収入して処理されます。


会社が金融機関から借入れを行う場合、役員が連帯保証人となるのが一般的です。その場合、会社は役員に保証料を必ずしも支払う必要はありませんが、仮にこれを支払う場合には、会社・役員間で保証料の支払いに関する契約書を交わし、その根拠を明確にしておくことが必要です。この場合の適正な保証料は、各都道府県の信用保証協会が定めている料率を参考に決定すると良いでしょう。


会社の経営状況が悪化し借入金の返済が困難になった時、借入れの連帯保証人である社長が保証の履行、すなわち返済の肩代わりをするケースがあります。この場合の課税関係はどのようになるのでしょうか。

　このケースでは、社長が保証人として借入金の肩代わりすることになっていますが、税務上、課税が生じることはありません。会社から見たとき、単に借入先が「銀行」から「社長」へ変更されただけだからです。
　一方で、社長が求償権を放棄したことについては、会社に「債務免除益」が生じるため法人税の課税対象です。詳しい課税関係は次の通りです。

（１）課税関係の概要
債務保証の履行を受けた会社側の課税関係は、①保証履行時、②保証人が求償権を放棄をした時――この２段階で検討する必要があります。　

　保証を履行した社長個人の課税関係は、①履行手段として拠出した土地の譲渡時、②求償権を放棄し債務者である会社側において求償権の全部または一部の行使ができないと認められた時、この２段階で検討する必要があります。
①債務者である会社の処理
イ）保証履行時の処理
社長が借入金返済の肩代わりをして支払った時点では、会社債権者が銀行から社長に変わっただけなので、課税関係は生じません。

ロ）保証人が求償権の放棄をした時の処理

保証人である社長が求償権の放棄をしたとき、会社には社長から贈与があったものとして債務免除益が発生します。これが税務上の繰越欠損金の範囲内であれば法人税の納税は発生しませんが、その範囲を超えている場合にはその分の納税が発生します。
②保証を履行した社長個人の処理
イ）土地譲渡時の処理

保証の履行手段として土地の譲渡を行ったため、土地の売却額から取得費を差し引いた金額（譲渡益）について譲渡所得税が発生します。この譲渡所得は、土地を譲渡した時点では保証履行の資金を捻出するために土地を譲渡したものなので、社長に課税上の特例の適用がありません。
ロ）会社側で求償権の全部又は一部の行使ができないと認められたときの処理

社長が求償権を放棄する場合、求償権の全部又は一部を行使できないと認められる状況に会社があるときは、求償権が行使できない金額を譲渡代金が回収できないこととなった金額とみなして、回収できなくなった金額に対応する部分の金額の譲渡はなかったものとみなされます。

また、求償権を放棄した場合には、その放棄した金額に相当する金額は会社に対して寄附したものとされるため課税関係は生じません。

なお、求償権が客観的に行使できないかどうかの判定は、譲渡代金の貸倒れの判定基準に該当するかどうかにより行い、次の通達に掲げる場合には、その金額は貸倒れが生じたものとして取り扱われます。
	所得税基本通達51-11
貸金等について次に掲げる事実が発生した場合には、その貸金等の額のうちそれぞれ次に掲げる金額は、その事実の発生した日の属する年分の当該貸金等に係る事業の所得の金額の計算上必要経費に算入する。
1 更生計画認可の決定又は再生計画認可の決定があったこと。これらの決定により切り捨てられることとなった部分の金額

2 特別清算に係る協定の認可の決定があったこと。この決定により切り捨てられることとなった部分の金額
3 法令の規定による整理手続によらない関係者の協議決定で、次に掲げるものにより切り捨てられたこと。その切り捨てられることとなった部分の金額

1) 債権者集会の協議決定で合理的な基準により債務者の負債整理を定めているもの
2) 行政機関又は金融機関その他の第三者のあっせんによる当事者間の協議により締結された契約でその内容がイに準ずるもの

4 債務者の債務超過の状態が相当期間継続し、その貸金等の弁済を受けることができないと認められる場合において、その債務者に対し債務免除額を書面により通知したこと。
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会社・役員間の資産の譲渡に関する留意点
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会社から役員への不動産の譲渡　　　　　
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土地を低額で譲渡することは、時価との差額分だけ経済的な利益を与えたことになりますが、この経済的利益は役員給与として取り扱われます。
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土地を時価の２分の１未満の価格で譲渡
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時価で譲渡したものとみなして譲渡所得税を課税
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土地を低額で譲渡
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Ａ社株主は、株価の上昇分について役員から贈与を受けたとみなされ、贈与税が課税される。





低額譲渡により、Ａ社の株価は上昇
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会社から役員への棚卸資産の譲渡　　　　　
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金銭の貸付けに関する留意点














3








役員が会社へ貸付けを行う場合　　　　
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会社が役員に金銭を貸し付ける場合　　　　
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資産の貸付けに関する留意点
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会社が役員から資産を借り受ける場合　　　　
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同族会社であるＡ社は、社長が個人所有するビルのワンフロアを本社事務所として賃借しています。社長は「賃借料は好きなように決めればよい」と話しており、その金額を検討しています。このビルの他のフロアは、同様の仕様で家賃50万円です。賃料は50万円よりも高く設定しても問題はないでしょうか？
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会社所有ビルのワンフロア―を当社社長へ貸付けることにしました。その場合の賃料はどの程度にすればよいのでしょうか。このビルの他のフロアは、同様の仕様で家賃50万円です。
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役員が会社に保証債務を履行した場合　　　　
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１、借入れ





Ａ社





２、債務不履行





銀行





３、保証の履行
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経営状況の悪化により、借入金の返済が困難となりました。そこで、連帯保証人である社長が保証の履行を決断、返済の肩代わりをすることになりました。社長はその支払資金として個人所有の土地を譲渡する予定です。また、社長は会社に対し求償権を放棄すると言っており、会社はこれを受諾する意向です。このような場合、課税関係はどうなるのでしょうか。
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